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なお,本 稿はすでに発表 している拙稿 「アメリカにおける労働条件の決定 ・変更」 日本労働






















随意的雇用 の原則は,19世紀末に各州 の裁判所に よ り形成 された アメ リカ独 自の法理であ る。
当時 の州裁判所は,契 約に関す る伝統的 なコモン ・ロー法理を厳格に適用 し,被 用者にいつで
もやめ られ る自由を認め る以上,使 用者に対 して もいつで も雇用関係を解消で きる自由が認め
られ なければ ならない とい う契約 の相互性(mutualityofobligation)と,被用者が労働 の対価 と
して報酬 を得 てい る限 り永続 的雇用 の特約 は約 因(considerration)を欠 く,と い う2つ を根拠
と して,被 用者 の雇用保障をほ とん ど認め ない解釈を確立 させて きた。
連邦最 高裁 も,当 初 は,組 合員 であ ることを理 由 とす る解雇7)や採用 拒否8)を禁止す る立法
は,契 約 の自由を侵害す ることか ら,デ ュー ・プ ロセスを保障 した合衆国憲法に違反す る,と
の立場を とっていた。そ の後,ニ ューデ ィール期において連邦最高裁が 自身 の解釈を転換 した
ことに よ り9),連邦及 び州 レベルにお いて,随 意 的雇用 原則を制限す る立法 の道 が開かれた。
以降,組 合活動を理 由とす る解雇を禁止 したNLRA(NationalLaborRelationsActofl935全
国労働関係法,通 称WagnerAct)や包括的 に差別を禁止 した公民権法(CivilRightsAct)など,
か な りの数 の立法が なされた。 とはい って も,い ずれ の立法 も特定 の理 由に よる解雇を制限 し
ただけであ るか ら,雇 用関係は依然 と して コモン ・ローに基づ く随意的雇用原則 の下にあ り,
合理的理 由や正当事 由を課す ことに よって解雇を制限す る法理は発展 しなか った のであ る。
このよ うな中,1970年代以降それ まで厳格に適用 されていた随意雇用原則に例外を認め る法
理が,各 州裁判所 において形成 され は じめた。具体的には,当 該解雇を公序(publicpolicy)に
違反す る不法行為 と した り10),解雇には正当事 由が必要であ るとの黙 示的契約(impliedin-fact
contract)11)や黙示的誠実 ・公正義務条項(impliedcovenantofgoodfaithandfairdealing)12)を
根拠 と して当該解雇を契約違反 とす る理論構成が試み られ ている13)。また,雇 用 ハン ドブ ック
(employmenthandbook)あるいはマ ニ ュアル記載 の解雇条件 に違反す る解雇を契約違反 とす
る構成 もみ られ る14)。その救済 内容は,契 約違 反 と しては逸失賃金そ の他逸失給付 の賠償が,
不法行為では これに加えて精神的損害や懲罰的損害賠償が可能に なるが,被 用者を原職に復帰
させ ることはで きない15)。
アメ リカの雇用契約法理は依然 と して随意的雇用原則 の下 にあ り16),例外はあ るものの,原
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則として使用者は被用者を自由に解雇できる。 したがって,雇 用契約に期間の定めのある場合
を除き,使用者は,自 由に労働条件を決定変更できることになる。換言すれば,解 雇が自由で






他的交渉代表制 とは,一 定の交渉単位内において,「被用者の多数(majority)によ り指名
(designated)ないし選出(selected)された」組合が,唯 一の交渉代表として,他組合員や非組
合員を も含めた当該交渉単位内における 「すべての被用者の」ために,「給与率,賃 金,労 働




する … 」使用者 と交渉代表の義務をいう,と定義 している。同条によれば,単 に会 って話
し合 うだけではなく,合意に達するように 「誠実に」(ingoodfaith)交渉しなければならない























2労 働条件の意義 ・内容 一団体交渉事項一
団体交渉システムの下において使用者による決定変更が規制される事項,す なわち団体交渉







義務的 団交事項 とは,「賃金,労 働時間及 びそ の他 の雇用条件 」に関す る事項 をい う(8条
(d))。同条 の文言 は,限 定的 ではな く,か な り広 い範 囲 まで カバ ーす る と解 され てい る。例
えば,「賃金」 につ いては,現 実 の労働 に対す る対価を意味す るだけでは な く,こ れ に付随す
るものも 「賃金」に含 まれ ると解 され る。
具体的 には,賃 金に関す る事項 としては,給 与率(基 本給や時間給,歩 合給 も含む),割 増
賃金,イン セン テ ィヴ ・プ ラン賃金制 度,休 日 ・休暇手 当,解 雇手 当(severancepay)などに
加 えて企 業年金,利 潤 分配制度(profit-sharing),株式購入制 度,健 康保 険制 度,ク リスマ ス
賞与,社 宅や食事 の支給 などが義務的団交事項に該当す る。労働時間に関す る事項 と しては,
一 日ない し一週 の労働時間数 の変更 などが これに該当す る。そ の他 の雇用条件に関す る事項 と
しては,テ ニ ューア(tenure)や退職,解 雇,レ イオ フ,リ コール,セ ニ ョー リテ ィー,昇 進昇
格,配 置換え などの雇用保障に関す る事項,休 憩時間や ラン チ タイ ム,喫 煙,懲 戒,服 務規律,
安全衛生,作 業環境,労 働負荷 などの業務 の遂行にかかわ る事項,ユ ニオン ・シ ョップやエ ー
ジ ェン シー ・シ ョップ,チ ェ ック ・オフ,労 働組合 に よる雇用 周旋(hiringhall)などの組合保
障に関す る事項,苦 情処理 ・仲裁手続や ノー ・ス トライキ条項 などの使用者 と労働組合 の関係
にかかわ る事項 などが これに該当す る26)。
義務的団交事項に該当す るか否かについて特に解釈が難 しい問題 と しては,経 営上 の決定 な
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い し経営上の判断が関係する場合である27)。経営上の決定自体は使用者の専権事項であるが,
当該決定が被用者の労働条件に何らかの影響を及ぼす場合に,団 体交渉義務の問題が生 じる。








ける負担を上回る場合に限って,当 該決定は義務的団交事項となる,とい う判断枠組みを示 し
ている。
FirstNationalMaintenanceCorp.事件判決後,NLRB(NationalLaborRelationsBoard全
国労働関係局)で は同事件判決によって示された枠組みの解釈適用にあたって,こ れを限定 し
て義務的団交事項を狭 く解 していたが,最 近の事件であるDebuquePackingCo.30)では,逆 に
義務的団交事項を広 く認める判断を している。本件では,事 業場の一部移転に関する決定が問
題 となった。NLRBは,業 務内容の変更をともなわない事業場移転の決定は多 くの場合義務
的団交事項となるが,① 労働コス トの削減が移転を決定 した要因ではないこと,②仮に労働コ
ス トの削減が移転決定要素に含まれていたとしても,当該決定がさらに変更されるだけの内容
をともなった譲歩案を労働組合が提案できなかったこと,のいずれかを証明できれば,一 方的
実施も団交義務違反の不当労働行為にならない,と い う解釈を示 している。
(2)非義務的団交事項
非義務的団交事項のうち,違法なものを除いた事項を任意的団交事項とい う。当該事項に関
しては,団 体交渉義務は生 じないが,当 事者が任意に団体交渉を行い,労 働協約を締結するこ
とは可能である。具体的には,不 当労働行為の和解に関する事項や交渉単位に含まれない第三
者の雇用条件等に関する事項などあげられる。また,非 義務的団交事項のうち,ク ローズ ド・
ショップ条項やホット・カーゴ条項などのように違法な内容を 目的とする事項を違法団交事項







交渉代表に与えられた権限である 「排他性」には,次 の2つ の意味がある。
第1に,交 渉代表以外の労働組合は単位内の被用者を代表 しえない。 したがって,少 数組合
などその他被用者集団は団体交渉権を有 しないから,使用者は少数組合に対 して団体交渉義務
を負わない。





このように,排 他的交渉代表は,単 位内の 「すべての」被用者の代表となり,義務的団交事
項に関する交渉を独占することになる。 団体交渉システム下では,こ の交渉代表の強力な権
限によって,交 渉単位内にある被用者の労働条件は集団的かつ画一的に決定される。その権限





































れにとって替わる,とい う法理を確立 した。さらに,本 判決は,雇 用契約が協約条件よりも有
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